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令 和 ４ 年 第 ２ 回 定 例 会 補 正 予 算

（第 ２ 号）一 般 会 計 補 正 予 算
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◇一 般 会 計 （第２号）

補正前予算額 109,538,476千円に448,992千円 を追加し、

総額 109,987,468千円 とする。

◎ 歳 入

○ 国庫支出金 千円

・新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 435,283 千円

○ 繰入金 千円

・財政調整基金繰入金追加 13,709 千円

既計上額 4,509,280千円

448,992 千円

◎ 歳 出

○ 総務費 13,709 千円

◎ウクライナ避難民支援事業 13,709 千円

○ 民生費 435,283 千円

◎低所得の子育て世帯生活支援特別給付金支給事業 435,283 千円

448,992 千円

議案第38号資料

令 和 ４ 年 度  補 正 予 算 概 要

435,283

歳入合計

歳出合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

13,709
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（単位：千円）

   予   算   額

会 計 名 補正前 補正後 比 較 備 考

一 般 会 計 109,538,476 109,987,468 448,992

 ○令和４年度 補正予算比較表

-
 
3
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款 主 な 事 業 内 容
事 業 費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 ウクライナ避難民支援事業 13,709 企画総務課 5

民生費 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金支給事業 435,283 こども支援課 6

令和４年度 補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
4
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款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

・深谷市：一時支援金10万円／人 ＋ 生活支援金 月7.2万円／人
・上尾市：一時支援金16万円／世帯

ロシア連邦による軍事侵攻により避難を余儀なくされたウクライナからの避
難民に対して、日本政府は積極的な受入れを表明し、関係省庁を通じて支援策
が示されている。

本市においても、独自の支援策として、本市で生活することとなった避難民
に対して支援金を給付し、スムーズな生活基盤形成の一助となるよう支援する
ものである。

【実施概要】
・一時支援金             100,000円×20人        ＝ 2,000,000円
・生活支援金（家賃加算あり） 121,420円×10人×6か月 ＝ 7,285,200円
・生活支援金（家賃加算なし）  73,720円×10人×6か月 ＝ 4,423,200円

    計13,708,400円

歳出

計 13,709
翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)
歳入

細節 細 節 名 称 予算額(千円)

19 51 ウクライナ避難民支援金 13,709

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳

入

款 款 名 称 科 目 名 称

歳

出

節

１３，７０９ 千円

総合計画の体系

予算額(千円)

基
本
方
針

多文化共生の意識を育む環
境づくり

6 説明 国際交流費

コード 553

根拠法令等 －

事業名 ウクライナ避難民支援事業

事業費総額

章
魅力・元気・
文化を誇れる
まち

節
国際化・多文
化共生

新 規 事  業  概  要  調  書

一般会計 経営企画部 企画総務課

2 1

-
 
5
 
-



款 項 目 13 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

他の自治体においても、同様の事業を実施する予定である。

翌年度以降の見込み額 （現時点での概算額であり、今後変更もある）

歳

出

節 細節 細 節 名 称
435,283

子育て世帯生活支援特別給付金
（ひとり親世帯分）

12 51

歳入
歳出

令和5年度(千円) 令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

計 435,283

福祉総合システム改修委託料

19 51

子育て世帯生活支援特別給付金
（ひとり親世帯以外の世帯分）

5219

11 01 通信運搬費 969
11 02 手数料 676

10 03 印刷製本費 412
消耗品費

2,142
324

04 時間外及び休日勤務手当
10

435,283

予算額(千円)
計④

事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳

入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

01

コード 212

根拠法令等
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）支給要
領、同給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）支給要領（国） 等

事業名 低所得の子育て世帯生活支援特別給付金支給事業

事業費総額 ４３５，２８３ 千円

総合計画の体系

新 規 事 業 概 要 調 書

一般会計 こども未来部 こども支援課

3 2 1

章
子どもが大切
にされるまち

節 子ども支援

基
本
方
針

子育て家庭への支援の充実

1,760

165,000

264,000

説明 子育て世帯生活支援特別給付金費

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世
帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、特別給付金の支給
が国において決定されたため、本事業を実施するものである。
（国補助：補助率10/10）

【実施概要】
・対象者：

⑴ひとり親世帯等…次の①から③までのいずれかに該当（見込2,200世帯）
①令和4年4月分の児童扶養手当の受給者
②公的年金等の受給により令和4年4月分の児童扶養手当を受給していな

        い者
③令和4年4月分の児童扶養手当は受給していないが、新型コロナウイル

        ス感染症の影響により収入が減少し、児童扶養手当の受給者と同程度
になった者

⑵上記⑴以外の世帯…次の①又は②のいずれかに該当（見込3,300世帯）
①令和4年4月分の児童手当又は特別児童扶養手当の受給者で、令和4年度

        の住民税が非課税の者
②令和4年度末に18歳に達するまでの児童（障害児については20歳未満）

の養育者で、令和4年度の住民税が非課税の者又は新型コロナウイルス
感染症の影響により収入が減少し、非課税の者と同程度になった者

・支給額：児童1人当たり5万円（児童数見込8,580人）

＜実施スケジュール＞
・令和4年6月 ：システム改修、要綱制定、上記⑴①該当者への支給
・令和4年7月～：上記⑵①該当者への支給

その他対象者への周知、申請受付、審査、決定、支給

新型コロナウイルス感染症
セーフティネット強化交付
金

国庫支出金16
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